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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．地域公共交通の活性化及び再生に関する法律



生活交通に関する施策

○Ｈ１２年 ２月：貸切バス事業（道路運送法）、国内航空運送事業（航空法）の規制緩和

○同 ３月：旅客鉄道事業（鉄道事業法）の規制緩和

○同 １０月：国内旅客船事業（海上運送法）の規制緩和

○Ｈ１４年 ２月：乗合バス事業・タクシー事業（道路運送法）の規制緩和

○Ｈ１８年１０月：自家用有償旅客運送の登録制度の創設（道路運送法）

○Ｈ１９年１０月：「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」施行

○Ｈ２３年 ：「地域公共交通確保維持改善事業」創設

○Ｈ２６年１１月：「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律」施行

 平成12年以降、乗合バスや鉄道等の需給調整規制を廃止し、新規参入規制を最低限にとど
め、サービスの質・量は交通事業者の経営判断等に委ねることとなった。

 一方、「地域」が主体となって地域交通の最適なあり方を検討し、幅広い主体が連携して取り
組むために計画制度や支援制度等を整備してきたところ。

各事業の規制緩和等

地域公共交通活性化のための計画制度・支援策等

これまでの地域公共交通に関する政策について
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地域公共交通活性化再生法の制定（平成19年）

平成19年に地域公共交通活性化再生法を制定し、市町村が主体となって幅広い関係者の参加による
協議会を設置。

「地域公共交通総合連携計画」の策定を通じて、地域公共交通の維持･確保や利便性向上に取り組む
ことを促進する制度を整備。

地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（国のガイドライン）

地域公共交通総合連携計画の作成・実施

市町村、公共交通事業者、道路管理者、
港湾管理者、公安委員会、住民等

協議会

地域公共交通総合連携計画（市町村が作成）

・協議会への参加に対する応諾義務
・計画作成・変更等の提案制度
・協議会参加者の協議結果の尊重義務

○ 地域公共交通の活性化・再生に関する計画
○ これまでに市町村により６０１の計画作成
○ ＬＲＴの整備、ＢＲＴの普及促進、地方鉄道の上下分離（自治体が施設を
所有する公有民営方式）等の計画について、地域公共交通特定事業に
より実効性を担保する措置（関連法の特例など）を講じ、一定の効果
（ＬＲＴの整備 ３件、鉄道の再構築 ４件 ※平成２６年１１月末時点）
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地域公共交通活性化再生法（平成26年）の改正

■平成26年に地域公共交通活性化再生法を改正し、①まちづくりと連携し、②面的な公共交通ネット
ワークを再構築するため、「地域公共交通網形成計画」を法定計画として規定。

■バス路線の再編等を実施する「地域公共交通再編事業」を創設し、その実施計画について国が認定
し、 法律・予算の特例措置を適用することにより、計画の実現を後押しする制度を整備した。
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◆区域内における居住環境の向上
・公営住宅を除却し、区域内で建て替える際の除却
費の補助

・住宅事業者による都市計画、景観計画の提案制度
（例：低層住居専用地域への用途変更）

●立地適正化計画（市町村）
・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスタープランを作成

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに誘
導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
・整備に対する補助
・整備に対する民間都市開発機構の出資等
・外から内(まちなか)への移転に係る買換特例

○公的不動産・低未利用地の有効活用
・市町村が公的不動産を誘導施設整備に提供する場
合、国が直接支援

○医療施設等の建替等のための容積率等の緩和
・誘導施設について容積率等の緩和が可能

◆歩いて暮らせるまちづくり
・附置義務駐車場の集約化も可能
・歩行者の利便・安全確保のため、一定の駐車場
の設置について、届出、市町村による働きかけ

・歩行空間の整備支援

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコント
ロール
・誘導したい機能の区域外での立地について、
届出、市町村による働きかけ

・誘導したい機能の区域内での休廃止について、
届出、市町村による働きかけ

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

◆区域外の居住の緩やかなコントロール
・一定規模以上の区域外での住宅開発について、届
出、市町村による働きかけ

・市町村の判断で開発許可対象とすることも可能

◆公共交通を軸とするまちづくり
・地域公共交通網形成計画の立地適正化計画への調和、計画策定支援（地域公共交通活性化再生法）
・都市機能誘導区域へのアクセスを容易にするバス専用レーン・バス待合所や駅前広場等の公共交通施設の整備支援

◆区域外の住宅等跡地の管理・活用

・不適切な管理がなされている跡地に対する市町村
による働きかけ

・都市再生推進法人等（NPO等）が跡地管理を行う
ための協定制度

・協定を締結した跡地の適正管理を支援

予算

予算

予算

予算

税制

※下線は法律に規定するもの

予算

予算

公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定

予算

・地方都市では、高齢化が進む中で、市街地が拡散して低密度な市街地を形成。大都市では、高齢者が急増。
背景

法律の概要

平成２６年８月１日施行
コンパクトシティのための計画制度（立地適正化計画制度の創設）
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地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

地域公共交通特定事業
（必要に応じて地域公共交通網形成計画に事業実施を記載できる）

（事業者）

軌道運送高度化事業
（LRTの整備）

道路運送高度化事業
（BRTの整備）

海上運送高度化事業
（海上運送サービス改善）

鉄道事業再構築事業
（鉄道の上下分離等）

鉄道再生事業
（廃止届出がなされた鉄道の維持）

地域公共交通再編事業
（公共交通ネットワークの再構築）

（事業者） （事業者） （事業者）（事業者） （事業者）

地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

■ 地域公共交通の活性化及び再生の意義・目標

■ 地域公共交通網形成計画の作成に関する基本的な事項

■ 地域公共交通の活性化及び再生に関する事業の評価に関する基本的な事項 等

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が策定）

法律の特例措置等により計画の実現を後押し

軌道運送高度化実施計画 道路運送高度化実施計画 海上運送高度化実施計画 鉄道事業再構築実施計画 鉄道再生実施計画

国土交通大臣が認定

地域公共交通再編実施計画

国土交通大臣に届出

（事業者） （事業者）（事業者） （地方公共団体）（地方公共団体・事業者） （地方公共団体・事業者）

■ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針

■ 区域・目標・計画期間

■ 実施事業・実施主体

■ 計画の達成状況の評価 等

協議会を開催し策定
（地方公共団体・交通事業者・
道路管理者・利用者・学識者等
から構成）

■ 国土交通大臣等が策定する基本方針に基づき、地方公共団体が地域の関係者の協議を踏まえて「地
域公共交通網形成計画」を策定（マスタープラン）

■ 「地域公共交通網形成計画」に、「地域公共交通再編事業」等の「特定事業」を記載し、実施計画（「地
域公共交通再編実施計画」等）について国の認定を受けた場合には、法律の特例措置等で支援。
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地域公共交通網形成計画、再編実施計画の策定状況

再編実施計画について、
・既に認定を受けた団体：赤
・策定意向のある団体 ：黄

 令和元年８月末までに528件の「地域公共交通網形成計画」が策定されている。
 バス路線の再編等を目的とする「地域公共交通再編実施計画」は35件が国の認定を受けている。
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村・平谷村・根羽

村・下條村・売木

村・天龍村・泰阜

村・喬木村・豊丘

村・大鹿村

佐賀県・唐津市・玄

海町 大分県・竹田市・豊

後大野市・臼杵市

○静岡県 ○三重県 ○大阪府 ○広島県 ○高知県 ○佐賀県○長野県

大分県・大分市・別

府市・由布市

宮古市、久慈市、

野田村、普代村、

田野畑村、岩泉

町、山田町、大槌

町、釜石市、大船

渡市、洋野町、陸

前高田市

福島県・田村市・南

相馬市・川俣町・広

野町・楢葉町・富岡

町・川内村・大熊

町・双葉町・浪江

町・葛尾村・飯館

村・福島市・郡山

市・いわき市・相馬

市

○長崎県

静岡県・沼津市・熱

海市・三島市・伊東

市・伊豆の国市・函

南町・東伊豆町・河

津町

○和歌山県

那須塩原市、大田

原市、那須町、那

珂川町

○山梨県 奈良県下全39市町

村

○宮崎県

高知県嶺北地域公

共交通協議会（本

山町・大豊町・土佐

町・大川村）

○新潟県

○鳥取県

○京都府
鳥取県・米子市・境

港市・日吉津村・大

山町・南部町・伯耆

町・日南町・日野

町・江府町

○山口県 長崎県・諫早市・雲

仙市・島原市・南島

原市○群馬県
京都府・綾部市・南

丹市・京丹波町

（JR山陰本線沿

線）
鳥取県・鳥取市・岩

美町・若桜町・智頭

町・八頭町

○埼玉県

宮崎県・日向市・門

川町・美郷町・諸塚

村・椎葉村

○福井県 鳥取県・倉吉市・琴

浦町、北栄町、湯

梨浜町、三朝町

福井市・大野市・勝

山市・あわら市・坂

井市・永平寺町（え

ちぜん鉄道沿線地

域）

○島根県 ○福岡県

○富山県 島根県・松江市・出

雲市（一畑電車沿

線地域）
福井市・鯖江市・越

前市・越前町（福井

鉄道沿線地域）

京都府・兵庫県・福知

山市・舞鶴市・宮津

市・京丹後市・伊根

町・与謝野町・豊岡市

（北タンゴ鉄道沿線地

域）

○香川県

○愛媛県

○秋田県 ○愛知県
京都府・笠置町・和

束町・南山城村

（JR関西本線沿

線）

○徳島県 ○熊本県

○鹿児島県

○青森県

○茨城県
福井市・鯖江市・越

前市・越前町・池田

町・南越前町

高岡市・氷見市・砺

波市・南砺市（城

端・氷見線沿線地

域）

○兵庫県

島根県、江津市、川

本町、美郷町、邑南

町、広島県、三次市、

安芸高田市（三江線

沿線地域）

○岐阜県

○千葉県 ○石川県

むつ市、大間町、

東通村、風間浦

村、佐井村

五城目町、八郎潟

町、大潟村

○岡山県 人吉市・錦町・多良

木町・湯前町・水上

村・相良村・五木

村・山江村・球磨

村・あさぎり町

○宮城県 三木市・小野市・神

戸市

○沖縄県

大垣市・桑名市・海

津市・養老町・神戸

町・揖斐川町・池田

町（養老線沿線地

域）

設楽町・東栄町・豊

根村

○滋賀県 笠岡市（岡山県）
福山市（広島県）

彦根市・愛荘町・豊

郷町・甲良町・多賀

町

○東京都

東京都・中央区・港

区・江東区

八戸市、三戸町、

五戸町、田子町、

南部町、階上町、

新郷村、おいらせ

町

洲本市、淡路市、

南あわじ市

熊本県・南阿蘇村・

高森町

伊達市、角田市、福

島市、丸森町、柴田

町（阿武隈急行線地

域）



地域公共交通活性化再生法等の見直し （検討中）

現状認識・課題

○ 人口減少・高齢化が進む中で、地方部を中心に、地域の暮らしと産業に不可欠な交通サービスを確保・充実さ
せていくことは大変重要な課題であり、地域の視点に立ってしっかり取り組む必要。

○ 国土交通省では、これまで、地域公共交通活性化再生法の枠組みの下で、地方公共団体の計画等による鉄道、
バス等の維持・充実に対し、予算等の支援を行ってきたところ。

○ しかしながら、今後見込まれる人口減少の本格化や、高齢者運転の問題や運転者不足の深刻化など、地域の足
をめぐる環境はますます厳しくなっているため、法律の枠組みも含め、各種制度の強化を進めていく必要。

対応案

地方公共団体の役割強化等を通じた輸送サービスの確保・充実

 原則として全ての地方公共団体が、協議会方式で計画
（マスタープラン）を策定

 地方公共団体と交通事業者との間の協議プロセス等を充実

 自家用有償旅客運送等、公共交通事業者以外による輸送
サービスの活用を明確化

 路線バス廃止等に際し、地方自治体の負担を軽減しながら
存続させる仕組みを構築

 ＭａａＳ（Mobility as a Service）の位置づけを明確化

 交通事業者が自らのノウハウを通じて
自家用有償旅客運送に協力する場合に
ついて手続を容易化

 観光客を含む来訪者も自家用有償旅客
運送の対象となることを明確化

自家用有償旅客運送の実施手続の柔軟化等

（１）地域公共交通活性化再生法（計画制度） （２）道路運送法

等
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．バリアフリー政策



ユニバーサルデザイン政策大綱【2005年7月】

社会資本整備、公共交通分野におけるユニバーサルデザインの考え方を踏まえた施策展開について
「ユニバーサルデザイン政策大綱」をとりまとめ、「バリアフリー施策を総合的に展開するため、ハートビル
法と交通バリアフリー法の一体化に向けた法制度を構築する」との方針

ハートビル法（1994年） 交通バリアフリー法（2000年）

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律【平成１８年公布、施行】」

・一体的、総合的なバリアフリー施策を推進するために、ハートビル法と交通バリアフリー法を発展的に
統合、拡充

＜移動等円滑化の促進に関する基本方針＞

・交通バリアフリー法に基づく旅客施設や車両などの施設とともに、建築物・都市公園・路外駐車場・福
祉タクシーも含めた施設等のバリアフリー化の目標を設定 ※2011年 目標を改定

バリアフリー法の制定

10



⁪・バリアフリー化の促進に関する国民の理解・協力の促進等

⁪（「心のバリアフリー」の重要なポイントとして、

⁪ 国及び国民の責務に高齢者、障害者等に対する支援を明記）

道路/路外駐車場旅客施設及び車両等

都市公園

建築物

・ 市町村が作成する基本構想に基づき、重点整備地区において
重点的かつ一体的なバリアフリー化事業を実施

・移動等円滑化基準の適合については、新設等は義務、既存は努力義
務
・新設等・既存にかかわらず、基本方針において各施設の整備目標を
設定し、整備推進
○貸切バス、遊覧船等について法の適用対象に追加
○各施設設置管理者について情報提供の努力義務

２．公共交通施設や建築物等のバリアフリー化の推進 ３．地域における重点的・一体的なバリアフリー化の推進

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(改正後)の概要
※改正法は平成30年５月25日公布、平成30年11月１日施行（一部の規定は平成31年４月１日施行）

○市町村が移動等円滑化促進方針（ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ）を定める制度を創設

貸切バス

遊覧船等

１．基本理念

バリアフリー法に基づく措置は、「共生社会の実現」「社会的障壁の除去」に資することを旨として
行われなければならないことを基本理念として明記

 ハード対策に加え、接遇・研修のあり方を含むｿﾌﾄ対策として、事業者が

取り組むべき内容（「判断の基準」）を国交大臣が新たに作成

 事業者が、ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ計画※の作成・取組状況の報告・公表を行う制度を

創設 ※施設整備、旅客支援、情報提供、教育訓練、推進体制 等 ○駅等の旅客施設にｽﾍﾟｰｽの余裕がない場合に近接建築物への
通路・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾄｲﾚ整備を促進するため、協定(承継効)・容積率
特例制度を創設

○公共交通事業者等によるﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ一体的な取組の推進

○国が、高齢者、障害者等の関係者で構成する会議を設置し、

４．心のバリアフリーの推進、当事者による評価 等

○基本構想・ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの作成、定期的な評価・見直しを努力義務化

定期的に、移動等円滑化の進展の状況を把握し、評価する努力義務

※赤字は平成30年11月1日施行、青字は平成31年4月1日施行

駅

駅
駅

駅

病院

市役所 公園

駐車場

福祉施設

商業施設

福祉施設

博物館

ホテル

観光施設

路線バス

病院

商業施設
福祉施設

公園

公園

駐車場

商業施設

商業施設

福祉施設

病院

公園

駐車場

商業施設

市の中心部

旅客施設を中心とした
生活拠点

【マスタープラン及び基本構想のイメージ】

： 移動等円滑化促進地区

移動等円滑化促進地区
かつ重点整備地区
：

： 生活関連施設

： 生活関連経路
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鉄軌道駅のバリアフリー化の推移

◆鉄軌道駅のバリアフリー化の目標
一日あたりの平均的な利用者数が三千人以上である鉄道駅及び軌道停留場については、平成32年度まで
に、原則として全てについて、移動等円滑化を実施する。

62.8%

67.3%
71.3%

76.9%

85.4%

88.6%
91.1%

93.2% 94.8% 97.3%

52.6%

59.4%

66.3%

75.2%

83.3%

(77.8%)

81.0% 81.8% 83.3%
84.8% 86.0% 87.0% 89.3%(92.1%)

92.9% 93.4% 93.4% 93.5% 93.7% 93.9% 94.3%

(75.2%)
78.0% 79.1% 80.1% 82.0% 83.0% 84.2% 85.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

視覚障害者誘導用
ブロック

障害者用トイレ

段差の解消

※平成22年度までは旧基本方針に基づき1日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の
旅客施設、23年度以降は改訂後の基本方針（平成23年4月１日施行）に基づき、1日当たりの
平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。
（1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の
平成22年度における（ ） 内の数値は参考値）

※「障害者用トイレ」については、便所を設置している旅客施設における整備状況を示している。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．インバウンド対応の公共交通利用環境の革新等



訪日外国人旅行者数の推移

■ 「明日の日本を支える観光ビジョン」（以下「観光ビジョン」という。）において、２０２０年に訪日外国人旅行者数４，０００万人、訪
日外国人旅行消費額８兆円、地方部での外国人延べ宿泊数７，０００万人泊等の目標を設定し、観光施策を推進。
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注) 2017年以前の値は確定値、2018年2019年1月～5月の値は暫定値、2019年6月～7月の値はの値は推計値、％は対前年同月比
観光庁作成資料より抜粋

（出典：日本政府観光局（ＪＮＴＯ））

※複数回答、観光・レジャー目的

１～７月

1962.5万人
（4.8%増）



外国人観光旅客利便増進措置の概要

○ 昨年10月に施行された改正国際観光振興法において、公共交通事業者等は、外国人観光旅客の利便を増進するために必要な
措置（外国人観光旅客利便増進措置）を講じるよう努めなければならないとされた。

○ 外国人観光旅客利便増進措置の具体的な内容については、外国人観光旅客のニーズ等を踏まえ、下記の７項目を観光庁長官
告示により定めたところ。

○ 改正国際観光振興法において、観光庁長官が指定する、多数の外国人観光旅客の利用が見込まれる区間等（以下「指定区間」
という。※１）について、公共交通事業者等は、外国人観光旅客の利用上重要なものとして選定した旅客施設・車両等を対象に、
外国人観光旅客利便増進措置を実施するための計画を作成するとともに、当該計画に基づく措置を実施することとされている。

（※１）平成３１年３月に指定した区間数等は、以下のとおり。
鉄道：227区間、76事業者 バス:190区間、117事業者 エアライン:18事業者 空港ビル:64空港、65事業者

船舶:12区間、22事業者 旅客船ターミナル:3ターミナル、7事業者

○外国語等による情報の提供

・外国人観光旅客が公共交通機関を円滑に利用するために必要となる情報

を外国語等で提供すること。 ■事故、災害等の発生に伴い、著しい
運行の遅延その他の異常な状態が発
生した場合における情報提供

・運行の遅延、休止等に

関する最新の情報を迅速

に提供すること。

○インターネットを利用した観光
に関する情報の閲覧を可能とする
ための措置
・公衆無線LANその他のインターネッ

トを利用した情報の閲覧を可能とす

る環境を整備すること。

○座便式の水洗便所の設置

・便所に設置する便器（小便器を除
く。）は、原則として座便式のものと
すること。

○クレジットカードによる支払を可
能とする券売機等の設置

・【長距離又は優等の乗車船券】クレ

ジットカードによる支払を可能とする

券売機等を設置すること。

○交通系ICカード利用環境の整
備

・ 【鉄軌道駅又は鉄軌道車両若しく
は乗合バス車両】交通系ＩＣカード
を利用できる環境を整備すること。

○荷物置き場の設置

・ 【長距離の利用が見込まれる又は
空港への直接のアクセスに利用され
る鉄軌道車両】大型荷物が複数収
納できる荷物置き場を乗客の利便
性を考慮した箇所に設置すること。

○インターネットによる予約環境
の整備

・ 【座席等指定券及び企画乗車船
券】外国人観光旅客がウェブサイト
等により予約可能な環境を整備す
ること。
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公共交通利用環境の革新等

⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客
のための機能向上

■段差解消やスーツケース置き場の確保

■観光列車 ■サイクルトレイン■魅力ある観光バス

⑦移動そのものを楽しむ取組や
新たな観光ニーズへの対応

⑤非常時のスマートフォン等の
充電環境の確保

■非常用電源装置・ 携帯電話充電設備等

（あわせて⑤～⑦を支援可能）

or or

１/２
（①～④のうちのいずれかを実施済の場合は、１/３）

補助率 補助対象事業者

公共交通事業者、旅客施設の設置管理者等

①～④をセットで整備

空
港
・
港
湾

周
遊
地
域

訪
日
外
国
人
旅
行

者
の
来
訪
が
特
に

多
い
観
光
地
等

空
港
・
港
湾

ア
ク
セ
ス

長
距
離
移
動

（
交
通
拠
点
間
）

二
次
交
通

○ 地方部への訪日外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地
等に至るまでの公共交通機関の利用環境を刷新するため、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式
化、キャッシュレス決済対応等の取組を一気呵成に進め、シームレスで一貫した世界水準の交通サービスを実現する。

■多言語表記等 ■タブレット端末、携帯型翻訳機、
多言語拡声装置等の整備

■スマートフォンアプリの活用等に
よる案内放送の多言語化

②無料Wi-Fiサービ
ス

■旅客施設や
車両等の無料Wi-Fiの整備

■QRコードやクレジット
カード対応、企画乗車船
券のICカード化

■企画乗車船券
の発行

■全国共通ＩＣ
カードの導入

③トイレの洋式
化

■洋式トイレ、
多機能トイレの整備

④キャッシュレス決済対応

■レンタカーの
キャッシュレス対応

■多言語バスロケーション
システムの設置

①多言語対応（事故・災害時等を含む）

※通常は整備が想定されない場合（例：②無料Wi-Fiサービス（レンタカー等）、③トイレの洋式化（バス、タクシー、レンタカー等）等）については、適用除外とする。
※①及び④については、少なくともいずれか１つ実施。

（ＬＲＴシステムの整備） （インバウンド
対応型バス）

（荷物置き場
の設置）

（インバウンド
対応型タクシー）

（旅客施設の
段差解消）

＜補助メニュー追加＞
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４．新たなモビリティサービスの動き



MaaSとは？

出
発
地

利用者

ひとつのサービス
として提供

（検索・予約・決済）

シェアサイクル

ＡＩオンデマンドバス

鉄道

カーシェア

超小型モビリティ

観光 物流 医療・福祉 小売り

バス タクシー

目
的
地

Mobility as a Service（MaaS）

MaaS (Mobility as a Service)は、スマホアプリにより、地域住民や旅行者一人一人のト
リップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適
に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスです。新たな移動手段（シェア
サイクル等）や関連サービス（観光チケットの購入等）も組合せられます。

データ連携

地域や観光地における
移動の利便性向上

マイカー依存からの
脱却と既存公共交通の

有効活用

高齢者の外出機会の
確保や交通安全

スマートシティの実現

地域が抱える課題の解決

グリーンスローモビリティ

自動運転時代への対応
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島根県大田市
（大田市、石見交通、バイタルリード）

タクシー、定額制、貨客混載

ひがし北海道エリア
（釧路・オホーツク地域自治体、JR北海道、WILLER）

レストランバス、定額制、観光施設連携

神奈川県川崎市・箱根町
（川崎市・箱根町、小田急電鉄、小田急グループ）
ケーブルカー、定額制、観光施設連携

静岡県静岡市
（静岡市、静岡鉄道、未来シェア）

AI相乗りタクシー、事前確定運賃、
道路交通情報（ETC2.0）

三重県志摩地域
（志摩市、近鉄グループ、名古屋大学）

マリンタクシー、定額制、観光施設

沖縄県八重山地域
（石垣市・竹富町、八重山観光フェリー、TIS）

フェリー、定額制、観光施設連携

兵庫県神戸市
（神戸市、みなと観光バス、日本総合研究所）

相乗りタクシー、QRコード決済

京丹後地域
（京都府、全丹バス、WILLER）

レンタサイクル、QRコード決済、
飲食店との連携

茨城県日立市
（日立市、みちのりHD、茨城大学）

自動運転BRT

瀬戸内エリア
（高松市、日新タクシー、scheme verge）

海上タクシー、変動料金制、
手荷物配送

福島県会津若松市
（会津若松市、会津乗合自動車、KCS ）

定額制、飲食店との連携

茨城県つくば市
（茨城県、つくば市、関東鉄道、筑波大学）

顔認証、病院予約との連携

広島県庄原市
（庄原市、備北交通、ヴァル研究所）
グリーンスローモビリティ、定額制、

医療との連携

三重県菰野町
（菰野町、三重交通、名古屋大学）

ロープウェイ、定額制

大津・比叡山
（大津市、京阪バス、日本ユニシス）

自動運転・ケーブルカー、
定額制、観光施設との連携

京都府南山城村
（京都府、南山城村、福祉協議会）

自家用有償運送、定額制

山陰エリア（島根・鳥取）
（山陰地域自治体、一畑電鉄、JTB）
超小型モビリティ、定額制、手荷物配送

静岡県伊豆エリア
（伊豆地域自治体、東急・JR東日本、楽天）

AIオンデマンド、定額制、観光施設連携

群馬県前橋市
（前橋市、上毛電鉄、NTTドコモ）

自動運転、定額制、バスロケ

○ 多様な地域において多様な主体が参加するMaaSの実証実験を支援するため、 「新モビリティサービス推
進事業」において、「先行モデル事業」を19事業選定（令和元年6月18日）。

：大都市近郊型・地方都市型（６事業） ：地方郊外・過疎地型（５事業） ：観光地型（８事業）

地域におけるMaaSプロジェクトの推進
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５．関連する支援制度



低炭素化に向けたＬＲＴ・ＢＲＴ導入利用促進事業（環境省連携事業）
（公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業） 2019年度予算：15億円の内数

背景・目的

事業概要

事業スキーム

低炭素型の社会を目指し、マイカーへの依存度が高い地方都市部を中心
に、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係る面的な取
組を支援し、マイカーからCO2排出量の少ない公共交通へのシフトを促進
する。

省CO2を目標に掲げた公共交通に関する計画に基づく取組の経費につ
いて支援

 マイカーから公共交通へのシフトによる自
動車の使用抑制及び渋滞緩和によるCO2
排出削減

 地域における公共交通へのシフトの取組
をモデル事業として全国に周知することで
同種の取組を拡大

期待される効果

【補助対象者】
地方公共団体、民間企業等

【補助割合】１／２

【実施期間】2018年度～2021年度

【補助の対象となる取組】
バス高速輸送システム（BRT）・次世代型路面電車システム（LRT）
を中心とした公共交通利用転換事業
１．基幹ネットワークの充実・利便性向上（BRT・LRTの導入等）
２．ネットワークの再編・拡充（支線の再編・拡充、乗り継ぎ円滑化等）

富山県高岡市 撮影:（公財）とやま環境財団

事業目的・概要等

イメージ
ネットワークの再編・拡充
（支線の拡充・再編）

輸送力・輸送速度を向上させた幹線と、地域内をき
め細かくカバーする支線とを組み合わせることによ
り、利便性と運行効率性を高める。

市役
所

支線：本数増加・新線整備
幹線：輸送力向上・混雑緩和

ＢＲＴの導入

ネットワークの再編・拡充
（乗り継ぎ円滑化等）

乗り継ぎ抵抗を軽減し、シームレスな運
送サービスの提供を図る。

基幹ネットワークの充実・利便性向上
幹線の輸送力及び輸送速度を向上させ、
渋滞の防止、混雑率低下、定時性向上等
を図る。

ＬＲＴの導入

フィーダーバスとLRTの
シームレスな連携

マイカーよりも使い勝手のいい
公共交通体系

自動車の使用抑制及び
渋滞緩和によるCO2削減

国 非営利法人
補助金

（補助率）
1/2 地方公共団体

民間企業等

（補助率）
定額

補助金
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基本スキーム

国

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
（自
治
体
が
作
成
）

（独）鉄道・運輸機構

地域公共交通
ネットワークの

再構築を図る事業
を行う新たな会社
（株式会社）

配
当

出
資

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

運
営
支
援

出
資

配
当

交通
事業者

民間
企業

金融
機関

等

出資
/融資

配当
/返済

地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画

（自
治
体
が
作
成
）

軌
道
運
送
高
度
化
実
施
計
画
等
（
事
業
者
等
が
作
成
） 認定

① ＬＲＴ・ＢＲＴの整備・運行

② 上下分離による地方鉄道の再生

③ バス路線網の再編

④ これらと一体となったＩＣカードや情報案内システムの導入等

（ＩＣカード）（ＬＲＴ） （ＢＲＴ）

１．LRTの整備・運行／
地方鉄道の上下分離

２．バス路線再編

産業投資による支援対象となる
新設事業運営会社のイメージ

鉄道・運輸機構による出資が、地元企業等・金融機関の出融資の呼び水としての
効果を発揮

運行に特化した会社
（株式会社）

運行

施設・車両
の貸付

モニタリング
運営支援

融資

金
融
機
関

施設整備
保有・保守

地元
企業等

出資

配当

配当

出資
鉄道・運輸
機構

施設
使用料

運行

施設保有

既存の鉄道会社
（第三セクター等）

Ｄ社
(株式会社)

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社 鉄道・運輸
機構

配当中心部
における
錯綜・競合

幹線バス・BRT乗換
拠点

支線バス

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

出資

モニタリング
運営支援

金融機関

地元
企業等

出資

配当

融
資

出資

配当

（独）鉄道・運輸機構の出資制度の概要

■ 地域公共交通ネットワークの再構築を担う新設事業運営会社に対して（独）鉄道・運輸機構が
出資
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